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（10）延長保育事業（時間外保育事業） 
 

延長保育については、保育所の開所時間内で保育の実施が完結していることから、ニーズがなく、当

面、確保方策は不要とします。今後は保育短時間認定の状況も加味しつつ、必要に応じて実施の検討を

していきます。 

 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①計画値(人) 0 0 0 0 0 

②実績値(人) － － － － － 

①－② 0 0 0 0 0 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

③ニーズ量の見込み(人) 0 0 0 0 0 

④確保方策(人) ― ― ― ― ― 

④－③ 0 0 0 0 0 

 

 

（11）短期入所生活援助（ショートステイ） 
 

短期入所生活援助（ショートステイ）については、ニーズがないため、当面、確保方策は不要としま

す。今後は、必要に応じて実施の検討をしていきます。 

 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①計画値(人日) 0 0 0 0 0 

②実績値(人日) － － － － － 

①－② 0 0 0 0 0 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

③ニーズ量の見込み(人日) 0 0 0 0 0 

④確保方策(人日) － － － － － 

④－③ 0 0 0 0 0 
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６ その他の子ども・子育て関連事業の目標 

 

（１）特別な支援が必要な子どもに対する支援 
 

乳幼児健康診査において把握された心身の発育発達の支援を必要とする子に対し、身体面では、医療

機関に委託して実施している精密健康診査、小田原保健福祉事務所の「子ども発達専門相談」等を利用

して、事後指導をしています。 

精神発達面では、言葉の遅れや環境的な要因による生活習慣上の支援を必要とする子ども等に対し、

親子教室で集団遊びを通しての経過観察や、保護者への育児相談を実施しています。 

なお、支援を必要とする児童の保育の実施にあたっては、これまでと同様に、保育士の加配により各

保育所での受け入れ体制を築きます。 

また、外国人家庭は、子育てをはじめ地域社会と接触する様々な場面で、言語、習慣、文化の違い等

から、不安や不自由さを感じることがあります。山北町では、すべての児童が健やかに成長できるよう、

各々が抱える課題や状況に応じた対応をするため、関係機関との相談・連携体制の構築を図っていきま

す。 

山北町内の相談窓口としては、子育て支援センター、子育て世代包括支援センター「すこやか」、保険

健康課、福祉課、民生委員児童委員などが挙げられます。さらに専門的な相談が必要な場合は、小田原

児童相談所や小田原保健福祉事務所などが相談に応じています。 

 

 

（２）障がい児に対する支援 
 

ノーマライゼーションの理念に基づき、障がいのある子どもが社会の一員として地域社会で、それぞ

れが自立できるような体制・環境づくりが求められています。今後、障がいのある子どもと、ない子ど

もとのふれあいの機会の提供を継続していくとともに、療育体制の整備、居宅支援事業の推進、特別支

援学級による教育的支援等により、家庭や地域、学校など様々な場面で障がいのある子どもと、ない子

どもがともに成長していけるような環境づくりを促進し、障がい児とその保護者を支援する体制の強化

に努めます。 
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（３）児童虐待防止対策（要保護児童対策協議会）の充実・強化 
 

虐待を受けた児童などに対する市町村の体制強化を固めるために、関係機関が連携して設置されてい

る要保護児童対策協議会では、児童虐待への対応について、年齢別（新生児・乳児期・学齢期前・就学

後など）、種類別（身体的虐待・精神的虐待・ネグレクトなど）、養育環境別（精神不安定の母親、ひと

り親家庭など）、といった様々な事例を用いて検討し、児童虐待の防止に努めています。今後も連携体制

を維持しながら情報共有を図り、被害を受けた子どもの早期の発見・対応に努め、研修の受講による協

議会構成員の専門性の向上や、相談体制・個別支援の強化を図ります。また、養育支援訪問の必要性や

乳児家庭全戸訪問も含んだ各訪問事業とも連携しながら、児童虐待防止対策の充実・強化を進めます。 

 

 

（４）ひとり親家庭の自立支援の推進 
 

全国的な離婚率の増加を背景に、ひとり親世帯は今後も増加することが見込まれており、子育てをす

る上で経済的、社会的、精神的と多様な問題や悩みを抱えています。特に、経済的支援を必要とする場

合が多いひとり親家庭に対し、児童扶養手当の支給や、医療費助成、社会福祉協議会と連携した生活福

祉資金の貸付など、ひとり親家庭の自立と生活の安定に向けた支援を継続していきます。 

 

 

（５）仕事と生活の調和と基盤整備 
 

男女雇用機会均等法や育児休業法により女性の働く環境は整備されてきていますが、依然として労働

条件の待遇に性別格差が見られる事例があり、仕事と家庭とを両立させる体制の強化が必要となってい

ます。雇用環境の向上のため、町民や事業者に対して普及啓発に努め、仕事と生活の調和（ワーク・ラ

イフ・バランス）を促進するとともに、家事や子育てを役割分担するなど、男女を問わず個人がその個

性と能力を発揮できる、男女がともに参画する社会環境づくりを進めます。 

また、残業削減や働き方改革などの社会情勢に合わせ、男女がともに働きやすい職場になるよう企業

へ働きかけていきます。 
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（６）放課後子ども総合プラン（放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携） 
 

これまで、放課後子どもプランにより、放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携は推進されてき

ましたが、平成26年、国は放課後子ども総合プランを打ち出し、全国的に放課後児童クラブと放課後子

ども教室の、より一層の連携・一体化を目指すこととなりました。 

山北町では、従前から川村小学校内で、放課後児童クラブと放課後子ども教室が、連携して実施・運

営していることから、同一敷地内の一体型クラブ・教室として位置付けられており、双方の児童の合同

による活動で異年齢交流を促進しています。具体的には、放課後子ども教室の実施日には、放課後児童

クラブの登録児童も放課後子ども教室のプログラムで過ごし、放課後子ども教室の終了時間とともに放

課後児童クラブへ移行する形を取っています。今後は、放課後児童クラブと放課後子ども教室の関係性

を維持しつつ、利用者のニーズや地域性を考慮し、実施日の増加や活動内容の工夫、小学校の空き教室

が生じた際の有効活用の可能性の検討等、必要に応じて事業の拡充について検討を図っていきます。 

また、放課後児童クラブを所管する福祉課と、放課後子ども教室を所管する生涯学習課とで、連携・

協力体制を築き、就学児世帯の子育て環境や支援の満足度の向上も視野に入れながら、情報の共有や円

滑な運営を目指すための運営委員会を開催していきます。 

なお、山北町立三保小学校の閉校に伴い、放課後子ども教室は令和３年度から１か所で実施していき

ます。 

 

放課後子ども教室 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実施か所数 2 1 1 1 1 

 （うち一体型） （1） （1） （1） （1） （1） 

実施回数 週1日 週1日 週1日 週1日 週1日 

 

 

（７）子どもの貧困対策の推進 
貧困対策推進法では、貧困家庭に対して「教育の支援」「生活の支援」「保護者に対する就労の支援」

「経済的支援」が必要だとされています。 

山北町では、就学援助費の支給のほか、各施設事業者において実費徴収を行うことが出来ることとさ

れている食事の提供に要する費用について、低所得世帯を対象に費用の一部を助成しています。この他、

本計画にある様々な取り組みを複合的に実施し、子どもの貧困対策を推進します。特に、相談先の周知

に力を入れ、必要な家庭に必要な支援が届くように努めます。さらに、これらの施策を効果的に運用す

るため、切れ目のない支援と民生委員児童委員協議会や社会福祉協議会等の地域福祉との連携強化を進

めます。 

なお、取り組みを進めるにあたっては、対象となる子どもや家庭に対する差別や偏見を助長すること

がないよう、十分に留意して進めます。 
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７ 認定こども園の普及に係る基本的な考え方 

認定こども園の普及については、平成25年、幼稚園・保育所の現状と課題を整理し、それぞれの施設

設置・運営のあり方について検討し策定した「山北町幼稚園・保育園のあり方基本方針」のもと、低年

齢児保育の一層の充実、幼児教育の質の向上、集団保育の確保、既存施設及び人材の有効活用等の観点

から、近接に立地する山北幼稚園とわかば保育園の２つの施設の連携による幼保連携型認定こども園の

設置が望ましいと判断しました。 

これを受け、平成26年には、町の施策推進のための重要な組織としての位置付けを持つ、「山北町幼

保連携型認定こども園開設推進会議」を設置し、平成29年４月、幼保連携型認定こども園「やまきたこ

ども園」を開設。低年齢児の定員の拡充や保育室の配置の最適化、一時保育事業、相談支援事業の開始

により、様々な保育ニーズへの対応を図ってきました。 

そして、令和元年、「山北町幼稚園・保育園のあり方基本方針」の策定から６年を経過し、幼稚園・保

育所・認定こども園を取り巻く状況が大きく変化していることや、保護者のニーズもより多様化してき

ていることから、「山北町乳幼児教育・保育等のあり方基本方針」として今後の山北町の乳幼児教育・保

育のあり方について見直しを開始し、令和２年度中の策定を目標に検討していきます。 

 

 

８ 教育・保育施設及び地域型保育事業者等との連携の推進 

山北町におけるすべての教育・保育施設は公立のものであり、地域型保育事業についても、それらの

定員が確保されていることから、民間事業者の参入は現在のところありません。今後も、確保方策が充

足していることから、地域型保育事業の実施は当面不要としていますが、ニーズの動向や社会情勢を注

視しつつ、必要に応じて参入の意向がある事業者と協議し、運営にあたっては既存施設と協調・連携を

図ります。 

また、幼・保・小連携については、従前から合同教育・保育を実施していますが、幼保連携型認定こ

ども園も含め、連携・交流の活性化を図り、生活や学びの連続性を重視した教育・保育を推進します。 

 

 

９ 多様な事業者の参入意向の把握と参入促進 

子ども・子育て支援新制度では、子育て支援サービスの提供を安定的に確保するため、公営の施設・

事業によるサービス提供のみならず、民間事業者の参入を促進しています。 

山北町では、これまでお示ししてきたとおり、幼稚園・保育所・認定こども園の設置は公立のみ、子

育て支援事業各種は町が主体となって実施している状況であり、これらの充足率やニーズ量を踏まえる

と、既に一定量の確保方策が講じられており、民間事業者の参入の余地がないのが現状です。 

また、児童人口も増加傾向は見られないことも考慮し、今後は、ニーズ量に応じた適切な保育の提供

を行っていくために、公営施設・事業が不足する事態となった場合等に、必要に応じて民間事業者の参

入意向の把握や参入の促進を図っていきます。 
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第５章 計画の推進 

１ 計画の推進体制 

本計画の推進にあたって、関係機関と連携して横断的な施策に取り組むとともに、保育所・幼稚園・

認定こども園など子ども・子育て支援事業者、学校、企業、町民と連携して、多くの方の意見を取り入

れながら取組を広げていきます。また、社会情勢の急速な変化にも柔軟に対応し、事業に的確に反映し

ます。新たな課題についても、積極的に早期に取り組んでいきます。 

 

 

２ 専門的な知識及び技術を要する支援に関する神奈川県との連携 

児童虐待防止対策の充実、母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進、障がい児など特別な支援が必要

な子どもの施策の充実など、神奈川県が行う施策との連携を図るとともに、町の実情に応じた施策を関

係する各機関と連携を密にして展開します。 

 

 

３ 進捗状況の管理 

子ども・子育て支援事業計画に基づく施策の進捗状況（アウトプット）に加え、計画全体の成果（ア

ウトカム）についても点検・評価することが重要であると考えます。子ども・子育て支援の推進におい

ては、柔軟で総合的な取組が必要であることから、この取組を評価するため、利用者の視点に立った指

標を設定し、有識者や教育・保育の利用当事者等の町民委員から構成される山北町子ども・子育て会議

において、様々な視点に立って点検および評価を各年度で行い、施策の改善につなげていきます。 
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資料編 

子ども・子育てに関するアンケート調査概要 

１ 調査目的 

このニーズ調査では、確保すべき教育・保育・子育て支援の「量の見込み」を算出するための、現

状や今後の利用希望を把握することを主な目的として実施しました。この調査結果は、平成32年度か

ら平成36年度までの５年間を計画期間とする「第二期山北町子ども・子育て支援事業計画」作成のた

めの基礎資料になります。 

 

２ 調査設計 

 未就学児調査 小学生調査 

調査対象 町内在住で未就学児の 

お子さんがいるご家庭全世帯 

町内在住で小学生の 

お子さんがいるご家庭全世帯 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査期間 平成30年12月７日（金）～12月21日（金） 

３ 回収状況 

 未就学児調査 小学生調査 

発送数 329 391 

回収数 136 146 

有効回収数 136 146 

有効回収率 41.3％ 37.3％ 

 

子どもの年齢（平成30年４月１日時点）（単数回答） 

＜未就学＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜小学生＞ 

 

 

 

 

6.6 16.2 11.8 14.7 15.4 19.1 16.2 

0% 25% 50% 75% 100%

N=136

平成30年４月以降の生まれ ０歳

１歳 ２歳

３歳 ４歳

５歳 無回答

26.7 14.4 19.9 10.3 13.0 15.1 0.7 

0% 25% 50% 75% 100%

N=146

小学１年生 小学２年生 小学３年生 小学４年生

小学５年生 小学６年生 無回答
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日頃子育てを頼める親族や知人の有無（複数回答） 

＜未就学＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日頃子育てを頼める親族や知人の有無では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみても

らえる」49.3％が最も多く、以下「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」48.5％、「緊急時もしくは

用事の際には子どもをみてもらえる友人・知人がいる」11.8％などとなっています。 

 

 

 

 

＜小学生＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日頃子育てを頼める親族や知人の有無では、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」52.1％が最

も多く、以下「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」46.6％、「緊急時もしくは

用事の際には子どもをみてもらえる友人・知人がいる」19.2％などとなっています。 

 

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族

にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人が

いる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみても

らえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

48.5 

49.3 

2.9 

11.8 

5.9 

1.5 

0% 25% 50% 75%

N=136

“祖父母等の親族に

みてもらえる” 

90.4％ 

“友人や知人にみて

もらえる” 

13.2％ 

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族

にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人が

いる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみても

らえる友人・知人がいる

いずれもいない

52.1 

46.6 

3.4 

19.2 

6.2 

0% 25% 50% 75%

N=146

“祖父母等の親族に

みてもらえる” 

89.7％ 

“友人や知人にみて

もらえる” 

21.2％ 
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子育て（教育）の気軽な相談先（複数回答） 

＜未就学＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て（教育）の気軽な相談先では、「祖父母等の親族」84.3％が最も多く、以下「友人や知人」76.4％、

「子育て支援施設・ＮＰＯ」24.4％、「保育士」と「幼稚園教諭」が18.1％などとなっています。 

 

 

＜小学生＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て（教育）の気軽な相談先では、「友人や知人」89.7％が最も多く、以下「祖父母等の親族」71.3％、

「小学校」34.6％、「近所の人」11.8％などとなっています。 

89.7 

71.3 

34.6 

11.8 

5.9 

4.4 

1.5 

0.7 

0.7 

0.7 

0% 25% 50% 75% 100%

友人や知人

祖父母等の親族

小学校

近所の人

かかりつけの医師

子育て支援施設・ＮＰＯ

保健所・保健センター

民生委員・児童委員

自治体の子育て関連担当窓口

その他 N=136

84.3 

76.4 

24.4 

18.1 

18.1 

11.0 

9.4 

9.4 

0.8 

0.0 

3.1 

0% 25% 50% 75% 100%

祖父母等の親族

友人や知人

子育て支援施設・ＮＰＯ

保育士

幼稚園教諭

近所の人

保健所・保健センター

かかりつけの医師

自治体の子育て関連担当窓口

民生委員・児童委員

その他 N=127
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保護者の就労状況（単数回答） 

＜未就学＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母親：就労状況では、「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」39.6％

が最も多く、以下「以前は就労していたが、現在は就労していない」30.6％、「フルタイムで就労

しており、産休・育休・介護休業中ではない」22.4％などとなっています。 

父親：就労状況では、「フルタイムで就労しており、育休・介護休業中ではない」87.3％が最も多くなっ

ています。 

 

＜小学生＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母親：就労状況では、「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」54.5％

が最も多く、以下「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」28.3％、「以

前は就労していたが、現在は就労していない」13.8％などとなっています。 

父親：就労状況では、「フルタイムで就労しており、育休・介護休業中ではない」93.2％が最も多くなっ

ています。 

無回答

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護

休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介

護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・

育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産

休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

22.4 

6.0 

39.6 

0.0 

30.6 

1.5 

0.0 

87.3 

0.8 

0.8 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

0% 25% 50% 75% 100%

【母親】N=134

【父親】N=126

無回答

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護

休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介

護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・

育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産

休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

28.3 

0.7 

54.5 

0.7 

13.8 

1.4 

0.7 

93.2 

2.3 

1.5 

0.0 

0.0 

0.0 

3.0 

0% 25% 50% 75% 100%

【母親】N=145

【父親】N=133
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定期的な教育・保育事業の利用状況（単数回答） 

＜未就学＞ 

 

 

 

 

 

定期的な教育・保育事業の利用状況では、「利用している」が67.6％、「利用していない」が31.6％と

なっています。 

 

 

 

平日、年間を通し定期的に利用している教育・保育事業（複数回答） 

＜未就学＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平日、年間を通し定期的に利用している教育・保育事業では、「認定こども園」40.2％が最も多く、以

下「幼稚園」29.3％、「認可保育所」27.2％などとなっています。 

67.6 31.6 0.7 

0% 25% 50% 75% 100%

N=136

利用している 利用していない 無回答

29.3 

4.3 

27.2 

40.2 

0.0 

0.0 

1.1 

0.0 

0.0 

0.0 

2.2 

3.3 

0% 20% 40% 60%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他 N=92
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子育て支援事業について、知っているものや、これまでに利用したことがあるもの、今後

利用したいと思うもの。（単数回答※①～⑨の事業ごと） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ）知っている子育て支援事業では、「②乳幼児ニコニコ相談」86.8％が最も多く、以下「①ママ・パ

パクラス」84.6％、「⑥キッズ・カーニバル」76.5％、「⑦子育て支援教室」58.1％、「⑤虐待予防

相談（乳幼児～高齢者まで）」57.4％などとなっています。 

（Ｂ）利用したことのある子育て支援事業では、「②乳幼児ニコニコ相談」61.0％が最も多く、以下「⑥

キッズ・カーニバル」51.5％、「①ママ・パパクラス」47.1％、「③幼稚園や保育園で実施してい

る家庭教育に関する学級」32.4％、「⑦子育て支援教室」32.4％などとなっています。 

（Ｃ）今後利用したい子育て支援事業では、「③幼稚園や保育園で実施している家庭教育に関する学級」

36.0％が最も多く、以下「④就学に関する教育相談」33.8％、「⑥キッズ・カーニバル」30.9％、

「⑨病児保育室ピーターパン」25.0％、「⑦子育て支援教室」23.5％、「⑧子育て世代包括支援セ

ンター「すこやか」」23.5％などとなっています。 

 

84.6 

86.8 

41.9 

29.4 

57.4 

76.5 

58.1 

39.7 

35.3 

1.5 

5.9 

47.1 

61.0 

32.4 

5.9 

0.7 

51.5 

32.4 

16.2 

1.5 

14.0 

5.9 

14.7 

20.6 

36.0 

33.8 

5.9 

30.9 

23.5 

23.5 

25.0 

11.0 

30.1 

0% 25% 50% 75% 100%

①ママ・パパクラス

②乳幼児ニコニコ相談

③幼稚園や保育園で実施している家庭教育に関する学級

④就学に関する教育相談

⑤虐待予防相談（乳幼児～高齢者まで）

⑥キッズ・カーニバル

⑦子育て支援教室

⑧子育て世代包括支援センター「すこやか」

⑨病児保育室ピーターパン

知っているものはない

無回答

【Ａ知っている】N=136

【Ｂ利用したことがある】N=136

【Ｃ今後利用したい】N=136

 (A)知っているものはない 
 (B)利用したことがあるものはない 
 (C)利用したいものはない 
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希望する放課後の過ごし方（５歳以上）（複数回答） 

＜未就学＞ 

 

１～３年 

 

 

 

 

 

希望する放課後の過ごし方（１～３年生）では、「自宅」54.5％が最も多く、以下「習い事（ピアノ教

室、サッカークラブ、学習塾など）」と「放課後児童クラブ（学童保育）」が45.5％、「放課後子ども教室」

27.3％、「祖父母宅や友人・知人宅」18.2％などとなっています。 

 

 

 

４～６年 

 

 

 

 

 

希望する放課後の過ごし方（４～６年生）では、「自宅」68.2％が最も多く、以下「習い事（ピアノ教

室、サッカークラブ、学習塾など）」54.5％、「放課後児童クラブ（学童保育）」36.4％、「祖父母宅や友

人・知人宅」31.8％、「放課後子ども教室」27.3％などとなっています。 

 

 

 

（上段：人　下段：％）

自宅 祖父母宅や友

人・知人宅

習い事（ピア

ノ教室、サッ

カークラブ、

学習塾など）

児童館 放課後子ども

教室

放課後児童ク

ラブ（学童保

育）

ファミリー・

サポート・セ

ンター

その他（公民

館、公園な

ど）

　無回答

22 12 4 10 1 6 10 - 2 2

100.0 54.5 18.2 45.5 4.5 27.3 45.5 - 9.1 9.1

問26　希望する放課後の過ごし方（１～３年生）

　調査数

（上段：人　下段：％）

自宅 祖父母宅や友

人・知人宅

習い事（ピア

ノ教室、サッ

カークラブ、

学習塾など）

児童館 放課後子ども

教室

放課後児童ク

ラブ（学童保

育）

ファミリー・

サポート・セ

ンター

その他（公民

館、公園な

ど）

　無回答

22 15 7 12 1 6 8 - 4 2

100.0 68.2 31.8 54.5 4.5 27.3 36.4 - 18.2 9.1

問27　希望する放課後の過ごし方（４～６年生）

　調査数
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無償化実施時の教育・保育施設の利用希望（単数回答） 

＜未就学＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無償化実施時の教育・保育施設の利用希望では、「継続して利用したい」70.6％が最も多く、以下「現

在教育・保育施設を利用していないが、新たに教育・保育施設を利用したい」14.7％などとなっていま

す。 

70.6 3.7 14.7 6.6 4.4 

0% 25% 50% 75% 100%

N=136

継続して利用したい

異なる教育・保育施設を利用したい

現在教育・保育施設を利用していないが、新たに教育・保育施設

を利用したい

現在教育・保育施設を利用しておらず、新たに教育・保育施設の

利用は希望しない

無回答
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子どもの出生時の育児休業の取得状況（単数回答） 

＜未就学＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母親：子どもの出生時の育児休業の取得状況では、「働いていなかった」48.5％が最も多く、以下「取得

していない」26.1％、「取得した（取得中である）」24.6％となっています。 

父親：子どもの出生時の育児休業の取得状況では、「取得していない」92.1％が最も多くなっています。 

 

 

 

＜小学生＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母親：子どもの出生時の育児休業の取得状況では、「働いていなかった」62.8％が最も多く、以下「取得

した（取得中である）」20.0％、「取得していない」16.6％となっています。 

父親：子どもの出生時の育児休業の取得状況では、「取得していない」94.0％が最も多くなっています。 

 

 

48.5 

24.6 

26.1 

0.7 

0.0 

2.4 

92.1 

5.6 

0% 25% 50% 75% 100%

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答
【母親】N=134

【父親】N=126

62.8 

20.0 

16.6 

0.7 

0.8 

0.8 

94.0 

4.5 

0% 25% 50% 75% 100%

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答 【母親】N=145

【父親】N=133
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居住地域における子育て環境や支援の満足度（単数回答） 

＜未就学＞ 

 

 

 

 

 

 

 

居住地域における子育て環境や支援の満足度では、「どちらともいえない」31.6％が最も多く、以下

「やや満足度が高い」28.7％、「満足度が高い」14.0％などとなっています。 

「満足度が低い」と「やや満足度が低い」を合わせた、“満足度が低い”は14.7％、「やや満足度が高

い」と「満足度が高い」を合わせた、“満足度が高い”は42.6％と、居住地域における子育て環境や支援

の満足度は高くなっています。 

 

 

 

＜小学生＞ 

 

 

 

 

 

 

 

居住地域における子育て環境や支援の満足度では、「どちらともいえない」32.9％が最も多く、以下

「やや満足度が高い」19.9％、「満足度が低い」と「満足度が高い」が13.7％、「やや満足度が低い」10.3％

となっています。 

「満足度が低い」と「やや満足度が低い」を合わせた、“満足度が低い”は24.0％、「やや満足度が高

い」と「満足度が高い」を合わせた、“満足度が高い”は33.6％となっています。 

 

  

8.1 6.6 31.6 28.7 14.0 11.0 

0% 25% 50% 75% 100%

N=136

満足度が低い やや満足度が低い どちらともいえない

やや満足度が高い 満足度が高い 無回答

13.7 10.3 32.9 19.9 13.7 9.6 

0% 25% 50% 75% 100%

N=146

満足度が低い やや満足度が低い どちらともいえない

やや満足度が高い 満足度が高い 無回答
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山北町子ども・子育て会議条例 

（平成 25 年 6 月 6 日条例第 32 号） 
 

 

(設置) 

第 1条 子ども・子育て支援法(平成 24年法律第 65号。以下「法」という。)第 77条第 1項の規

定に基づき、山北町子ども・子育て会議(以下「会議」という。)を設置する。 

 

(所掌事務) 

第 2 条 会議は、法第 77条第 1項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

2 会議は、前項に規定する事務に関し、必要に応じて町長に意見を述べることができる。 

 

(組織) 

第 3条 会議の委員(以下「委員」という。)は 15人以内をもって組織する。 

2 委員は、法第 7条第 1 項に規定する子ども・子育て支援に関し学識経験のある者その他町長が

必要と認める者のうちから、町長が委嘱する。 

 

(委員の任期) 

第 4条 委員の任期は、2 年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

(会長及び副会長) 

第 5 条 会議に、会長及び副会長各 1人を置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選により選出する。 

3 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

 

(会議) 

第 6 条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

3 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。 

 

(協力の要請) 

第 7条 会長は、特に必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、資料の提出、意見又は説

明その他必要な協力を求めることができる。 

 

(庶務) 

第 8条 会議の庶務は、子ども・子育て支援に関する施策を所掌する課において処理する。 

 

(委任) 

第 9 条 この条例に定めるもののほか、会議の運営について必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

この条例は、平成 25 年 7月 1日から施行する。 
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山北町子ども・子育て会議委員名簿 

 

 

（令和元年度）      

氏  名 所    属 役 職 

河 合 剛 英 山北町社会教育委員会議 議長 会 長 

野 地 久 子 山北町民生委員児童委員協議会 主任児童委員 R1.11.30 まで 

瀬 戸 穂 波 山北町民生委員児童委員協議会 主任児童委員 R1.12.1 から 

中 林 久 美 子 元気っ子クラブ 会長  

髙 橋 あ け み 特定非営利活動法人まみぃ 代表  

三 尋 木 重 夫 やまきた児童クラブ 施設長 副会長 

髙 橋 純 子 山北町立川村小学校 放課後子ども教室 コーディネーター   

吉 尾 愛 美 子育て支援センター アドバイザー  

大 越 泰 子 山北町立川村小学校 教頭  

秋 山 世 津 子 山北町立向原保育園 園長  

木 村 元 彦 山北町立三保幼稚園 園長  

瀬 戸 紀 久 江 山北町健康普及員 会長  

山 口 美 穂 山北町保育園・幼稚園・認定こども園保護者会 代表   

今 村 敏 雄 町民委員  

二 宮  啓 町民委員  

   

   

（ 事 務 局 ）   

湯 川 浩 一 山北町福祉課 課長  

池 谷 千 春 山北町福祉課 主幹  

磯 崎  晃 山北町福祉課 副主幹  

小 林 あ か ね 山北町保険健康課 副技幹（保健師）  

八 﨑 任 希 山北町教育委員会学校教育課 主幹（指導主事）  

 


